




――東京高判平成 20 年 10 月６日判決，判例タイムズ 1309 号
292 頁以下――























































































































































































































告人 Xと，最初に Xの話を聞いて Aら６名に X共々報告しに行った被告人 Y
が，その後呼び出された Vが突然逃げ出したため，Aら６名（及び Y）の怒り





























































































































































































































































































































































































を手掛かりに―」早法 71巻２号（1996）171 頁以下（195∼6，200 頁）等。
⑵ 例えば，名古屋地判昭 35・7・19 下刑集 2・7＝ 8・1072，甲府地判昭 36・6・29 下
刑集 3・5＝ 6・585，東京地判昭 38・4・15判タ 147・91，岐阜地大垣支判昭 42・10・
3 下刑集 9・10・1303（殺人罪―自動車による自転車追突という先行行為，但し故意
否定），大阪地判昭 43・2・21 下刑集 10・2・140。また，後に紹介する前橋地判昭
46・9・17判時 646・105，大阪高判平 2・1・23 高刑集 43・1・1（無罪）及び名古屋
地判平 9・3・5判時 1611・153 では，より明確な表現で先行行為単独による根拠づけ
が意図されている。また，すぐ後に触れるシャクティ事件の控訴審判決（東京高判











































































































































⒀ 詳しくは，前掲拙著注⑷ 70 頁以下を参照されたい。本文では概要のみ記す。
⒁ BGH StV 1982, 218.
⒂ BGH NStZ 1985, 24.
⒃ BGH NStZ 2009, 321.
⒄ BGH NStZ 2009, 381.
⒅ その他のドイツ連邦通常裁判所の判例については，前掲拙著注⑷ 77頁注 179 を
参照されたい。
⒆ さもなくば，そもそも殺人の共謀が検討されることすらなかったはずである。
























 Stratenwerth, Strafrecht AT I, 3. Aufl., 1981, Rn. 1003.
 但し，Aらが Vの殺害を決意しなければ，さらには，本件では Aらが直接 Vを殺






 上掲札幌高判平 12・3・16判時 1711・170 の事案に代表される，同居人による幼児
への虐待を阻止しない実母の例等。
 神山敏雄「判批」現刑５号（1999）73 頁以下（75∼6頁）。















定論については，前掲拙著注⑷ 34 頁以下（ドイツ），182 頁注 114（わが国）参照。




































為の分担がありえないからとされる，Armin Kaufmann, Die Dogmatik der Unter-
lassungsdelikte, 1959, S. 189. 否定説として他にも，Welzel, Das Deutsche Straf-
recht, 11. Aufl., S. 206; Grünwald, Die Beteiligung durch Unterlassen, GA 1959, S.
110ff.（不作為には事象への現実的影響が欠ける) ; Samson, Probleme strafrech-
tlicher Produkthaftung, StV 1991, 182ff., 184f.; Hassemer, Produktverantwortung




東京地判昭 57・12・22 判タ 494・142 では，経営する飲食店の従業員を死亡させる切
迫した危険を生じさせる共同の先行行為及び支配領域性に基づく作為義務を負う夫
婦に不作為による殺人罪（被害者放置時に未必の殺意あり）が肯定されている。ま





























総論〔第四版〕』（2004）275頁注１，齋藤誠二「不作為犯と共犯」Law School 14 号









注⑼「判批」判タ 766号 95頁注 51，65条の適用は認めるが従犯にとどめる見解と






$ Jescheck, Lehrbuch des Strafrechts AT, 4. Aufl., 1988, S. 579 u. 630. なお，齋藤








































' 高橋則夫「不作為による幇助犯の成否」現刑 14 号（2000）101 頁以下（105頁），
山中・前掲注⒇齋藤（誠）古稀 355頁，日髙義博「児童虐待と不作為犯――札幌高裁
平成 12 年３月 16日判決を契機として――」警論 53巻 12 号（2000）61 頁以下（68
頁）。




























































ないこと（最決昭 58・9・21刑集 37・7・1070，最決平 13・10・25 刑集 55・6・519
等参照。もちろん，故意なき道具，身分あるいは目的なき故意ある道具等の間接正
犯類型も一般に認められてはいるが），そして本件の場合は Aらの実行形態がすで
に Vの先輩 Gを介した間接正犯と言えるため，道具が二重に介在する間接正犯と
― 57 ―
殺人現場に同行した者に危険な先行行為に基づく犯行阻止
義務が認められ，作為行為者との共同正犯とされた事例
いうのは極めて技巧的であって認め難いことからすれば，消極の結論を採らざるを
えないだろう。
+ また，本判決では X・Yにおける不作為の因果関係について，特に言及はなされ
ていないが，義務づけられた作為の内容に警察等への通報が含まれている以上，そ
の存在に問題はなかろう。
, 前掲注の匿名コメントは「このような判断方法が学説からどのような評価を受
けるかは分からないが，この問題に対するシンプルな判断方法を示したものといえ
よう」と述べている。「シンプル」の意味するところは必ずしも明らかではないが
（手元の英和辞書で調べたところ，“simple”には「無知な」とか「取るに足らない」
といった訳語も示されていた），むしろ本文で提示した手法の方が簡明であろう。
なお，本件の評釈として，既に門田成人・法セ 666号（2010）123 頁がある。
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